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２０１５年度 明治大学法科大学院【Ⅰ期】論文試験問題 

 

【民 法】 

 

問題１ 意思能力制度と制限行為能力制度に関する下記の設問に答えなさい。 

（１）意思無能力者のする法律行為は、どのような効果が生ずるものと考えら

れているか、説明しなさい。 

（２）設問（１）のような制度があるにもかかわらず、なぜ制限行為能力制度

が必要とされるのか、その理由を説明しなさい。 

 

問題２ Ａは、自己が所有する土地上に甲建物を所有していたところ、Ｃに対

するＢ銀行の融資を担保するため、同土地上にＢのため抵当権を設定し、そ

の旨の登記も具備された。Ｃが債務の支払いを怠ったので、Ｂの抵当権が実

行され、Ｅが買い受けた。この場合について、下記の設問に答えなさい。な

お各設問は相互に独立した設問である。 

（１）法定地上権の成立要件を述べなさい。 

（２）この場合に、Ａのために法定地上権は成立するか、検討しなさい。 

（３）その後、甲建物が取り壊され、乙建物が新たに建築された（乙建物には

抵当権は設定されていない）。Ｃが債務の支払いを怠ったので、Ｂの抵当

権が実行され、Ｈが買い受けた。この場合に、Ａのために法定地上権が成

立するか、上記設問（１）で示した要件の中で、どの要件が問題となるの

かを明らかにした上で、検討しなさい。なお、法定地上権が成立するとし

た場合、その内容が甲建物を基準とするのか、乙建物を基準とするのかに

ついても示しなさい。 

 

問題３ Ａが、Ｂ社から 4000万円の住宅ローン融資を受けるのに際し、Ｃは、

Ａから連帯保証人となるか、または、連帯債務者となることを頼まれた。こ

の場合、Ｃが、連帯保証人となる場合と、連帯債務者となる場合とで、どの

ような違いがあるかに留意し、以下の設問に答えなさい。なお、Ｃが連帯債

務者となる場合には、Ａ・Ｃのそれぞれの負担部分は、各 2000万円とする。 

（１）Ｂ社がＡに対して有する 4000 万円の貸金債権の消滅時効が完成する直

前に、時効中断事由(請求、承認）が発生した場合、Ｂ社がＣに対して有

する債権も時効中断するかどうか、請求の場合と承認の場合に分け、関連

する条文を示した上で、対比検討しなさい。 

（２）Ｂ社がＣに対して有する 4000 万円の債権の消滅時効が完成した場合、

Ｂ社のＡに対する貸金債権はどうなるか、連帯保証人と連帯債務者とに分
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け、関連する条文を示した上で、対比検討しなさい。 

 

問題４ 建築請負契約について、以下の問いに答えなさい。 

  Ａは、Ｂ工務店に対し、自宅新築工事（木造・建築費用 3000万円の工事）

を依頼した。その際、Ａは、地震を考慮し、構造計算上、建物の主要部分の

柱は、150㎜×150㎜の角材で十分にその耐震基準をみたすにもかかわらず、

耐震強度を高めるため、Ｂに対し、180㎜×180㎜の角材を使用することを依

頼し、この点は請負契約の内容となっていた。しかし、Ｂは、Ａ宅の新築工

事について、150 ㎜×150 ㎜の角材を使用して建築した（仮に、180 ㎜×180

㎜の角材を使用していた場合との差額は、120万円であった）。 

  建物が完成し、その引渡後に、Ｂは、Ａに対し、残代金 2400万円（契約当

初に 600 万円の内金が支払われている）の支払いを求めた。しかし、Ａは、

180㎜×180㎜の角材が使用されていないとして、瑕疵修補に代わる損害賠償

金（120 万円）の支払いがあるまでは、残代金 2400 万円を支払わないと主張

している。 

  この場合において、｢瑕疵」の意義を明らかにした上で、Ａの主張が認めら

れるかどうか検討しなさい。 

 

 


